
別記様式第１号（第３条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事　　　　　　　　　　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　

○○年度　留学生交流促進事業補助金交付申請書

　標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、留学生交流促進事業補助金交付要綱第３条第１項の規定により補助金の交付を申請します。

記

１　補助対象経費及び補助金交付申請額
（１）補助対象経費　　　　　　　　　　　　円
（２）補助金交付申請額　　　　　　　　　　円

　　
２　補助事業等の概要
　　別紙「事業計画書」のとおり


３　補助事業等完了予定年月日　　　　　年　　月　　日




[bookmark: OLE_LINK1]別紙（留学フェア）　
※事業計画書の「１ 事業概要」については、留学フェア、出前講座、学校間マッチングの
それぞれの様式を使用すること。以下、実績報告書も同じ。
事業計画書
１　事業概要
	申　請　者
（担当者）
	○○○○○○○○
代表者　○○
（担当者：所属　　　　　　　　氏名　　　　
TEL:　　　　　FAX:　　　　　Eメール:　　　　　）

	出展（または開催）予定の
留学フェア概要
	（主催者、実施日、会場等について記載すること）

	出展の効果
（目標値）
	【記載について】
　　どのような（どのくらいの）効果が期待されるかについて記載すること。可能な限り、その効果に応じた定量的な目標値も併せて設定すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　　）
	項　目
	現　状
（昨年度実績）
	目　標
（今年度目標）

	
	
	

	
	
	




	留学生（卒業生）を通じた国際化推進（国際交流、多文化共生等）の取組計画
	【記載について】
　「在籍留学生と日本人学生や地域住民との交流」及び「留学生帰国後のＰＲ協力の仕組みづくり」の２項目について、今年度の計画を記載すること。
　　既に取組実績（留学生交流会、卒業生による現地での通訳同行等）がある場合は、参考情報として記載すること。

	留学生の県内就職に向けた取組計画
	【記載について】
　「在籍留学生の県内就職に向けた取組」について、今年度の
計画を記載すること。

	過去実績や新規性等
	（これまでの留学フェア出展・開催実績等を記載すること。昨年と同じ留学フェアに出展する場合は、既存の出展と異なる新たな観点から取り組む計画を記載すること）


（注）１　行の高さは、適宜調整して差し支えないこと。
　　　２　変更承認申請の場合は、前後の内容が比較できるよう記載すること。

別紙（出前講座）
事業計画書
１　事業概要
	申　請　者
（担当者）
	○○○○○○○○
　代表者　○○
（担当者：所属　　　　　　　　氏名　　　　
TEL:　　　　　FAX:　　　　　Eメール:　　　　　）

	講座の概要
（別紙添付でも可）
	１　講座名

２　講座の内容
　　①新潟紹介の内容及び使用教材


　　②模擬授業又は体験日本語講座等の内容


３　講師及び実施体制

４　開催時期・期間

５　開催場所（国名・都市名・会場名）

６　受講対象者及び受講人数


	事業の業務工程
等
（別紙添付でも可）
	１　現地教育機関の協力の有無
（現地教育機関の協力がある場合、その経緯や内容を記入する。）

２　事業の業務工程（スケジュール）
（いつ頃何をするか、時系列で記入する。）


	事業効果の検証

	
	項　　　目　　　　　　　　　　　　　　　
	目　　　　標

	１受講人数
	

	２受講満足度（％）※
	

	３次年度以降の留学申込人数（予定）
	


※受講満足度は現地アンケート等により把握すること。90％以上の受講者が満足することが望ましい。

	留学生（卒業生）を通じた国際化推進（国際交流、多文化共生等）の取組計画
	【記載について】
　「在籍留学生と日本人学生や地域住民との交流」及び「留学生帰国後のＰＲ協力の仕組みづくり」の２項目について、今年度の計画を記載すること。
　既に取組実績（留学生交流会、卒業生による現地での通訳同行等）がある場合は、参考情報として記載すること。

	留学生の県内就職に向けた取組計画
	【記載について】
　「在籍留学生の県内就職に向けた取組」について、今年度
の計画を記載すること。

	過去実績や改善点等
	（これまでの出前講座の開催実績等を記載すること。また、改善点等についても記載すること）


（注）１　行の高さは適宜調整し、分量が多い場合は、別途資料を添付すること。　
　　　２　変更承認申請の場合は、変更前後の内容がわかるよう記載すること。
別紙（学校間マッチング）
事業計画書
１　事業概要
	申　請　者
（担当者）
	○○○○○○○○
  代表者　○○
（担当者：所属　　　　　　　　氏名　　　　
TEL:　　　　　FAX:　　　　　Eメール:　　　　　）

	事業の概要
（別紙添付でも可）
	（訪問校、実施日、会場等について記載すること）

	事業の業務工程
等
（別紙添付でも可）
	
事業の業務工程（スケジュール）
（いつ頃何をするか、時系列で記入する。）






	事業効果の検証
（訪問の目標とするところを記入）
	



	留学生（卒業生）を通じた国際化推進（国際交流、多文化共生等）の取組計画
	【記載について】
　「在籍留学生と日本人学生や地域住民との交流」及び「留学生帰国後のＰＲ協力の仕組みづくり」の２項目について、今年度の計画を記載すること。
　　既に取組実績（留学生交流会、卒業生による現地での通訳同行等）がある場合は、参考情報として記載すること。

	留学生の県内就職に向けた取組計画
	【記載について】
　「在籍留学生の県内就職に向けた取組」について、今年度の計画を記載すること。

	過去実績や改善点等
	（これまでの学校間マッチングの実施実績等を記載すること。また、改善点等についても記載すること）


（注）１　行の高さは適宜調整し、分量が多い場合は、別途資料を添付すること。　
　　　２　変更承認申請の場合は、変更前後の内容がわかるよう記載すること。





２　収支予算
(1) 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度予算額
	備　　考
（資金調達先等）

	自己資金
	
	

	借　入　金
	
	

	本補助金
	
	新潟県

	他の補助金
	
	

	合　　　計
	
	


　　
　(2) 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	事業費
	補助対象経費
	備　　考
（積算内訳等）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注）１　「事業費」欄には、消費税及び地方消費税込みの金額を、「補助対象経費」欄
には、消費税及び地方消費税抜きの額を記載すること。
　　　　　２　変更承認申請の場合は、変更前の金額を上段に（　）で記載すること。





別記様式第２号（第３条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事			　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　

[bookmark: _Hlk191927301]○○年度　留学生交流促進事業補助金変更交付申請書

　　年　月　日付け　第　　号にて交付決定を受けた標記補助金について下記のとおり変更交付を受けたいので、留学生交流促進事業補助金交付要綱第３条第２項の規定により申請します。

記

１　変更の理由




２　変更の内容




３　補助対象経費及び補助金交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　　（変更前）　　　（変更申請額）　
　（１）補助対象経費　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　円
　（２）補助金交付申請額　　　　　　　　円　　　　　　　　　円

　　　　

　　（注）別記様式第１号の別紙を修正して添付すること。





別記様式第３号（第４条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事			　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　

○○年度　留学生交流促進事業補助金変更承認申請書


　　年　月　日付け　第　　号にて交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業等を下記のとおり変更したいので、留学生交流促進事業補助金交付要綱第４条の規定により申請します。

記

１　変更の理由




２　変更の内容







　　（注）別記様式第１号の別紙を修正して添付すること。





別記様式第４号（第６条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事			　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　


○○年度留学生交流促進事業補助金事業中止（廃止）承認申請書

　　年　月　日付け　第　　号にて負担金の交付決定通知のあった標記事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、留学生交流促進事業補助金交付要綱第６条の規定により申請します。

記

１　中止（廃止）の理由


２　中止の期間（廃止の時期）





別記様式第５号（第９条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事			　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　

○○年度　留学生交流促進事業補助金状況報告書

年　月　日付け　第　　号にて交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業等の遂行状況について、留学生交流促進事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　補助金交付決定通知額　　　　　　　　　円

２　遂行状況
　(1) 事業内容

　(2) 補助事業等経費の見込み　　　　　　　　　円

　(3) 補助金額の見込み　　　　　　　　　　　　円





別記様式第６号（第10条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事			　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　


○○年度　留学生交流促進事業補助金実績報告書

　年　月　日付け　第　　　号にて交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業等が完了したので、留学生交流促進事業補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおりその実績を報告します。

記

１　補助金額　　金                      円
　　
２　事業実績
　　別紙「実績報告書」のとおり

３　補助事業等完了年月日　　　　年　　月　　日







別紙（留学フェア）
実績報告書
１　事業概要
	申　請　者
（担当者）
	○○○○○○○○
代表者　○○
（担当者：所属　　　　　　　　氏名　　　　
TEL:　　　　　FAX:　　　　　Eメール:　　　　　）

	留学フェア概要
	（可能な限り、来場者数について追記すること）

	出展または開催の効果
	【記載について】
　　目標に対する実績を記載すること。
　　可能な限り、ブース訪問者について記載すること。
また、来場者とコンタクトが続いている場合（面接等）、
併せて記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　　）
	項　目
	目　標
（今年度目標）
	実　績

	
	
	

	
	
	




	留学生（卒業生）を通じた国際化推進（国際交流・多文化共生等）の取組実績
	【記載について】
　　「在籍留学生と日本人学生や地域住民との交流」及び
　「留学生帰国後のＰＲ協力の仕組みづくり」の２項目に
ついて、今年度の実績を記載すること。
　　提出時点で実績がない場合は、今後の計画について、
　内容を更新すること。

	留学生の県内就職に向けた取組実績
	【記載について】
「在籍留学生の県内就職に向けた取組実績」について、
今年度の実績を記載すること。
　　提出時点で実績がない場合は、今後の計画について、
　内容を更新すること。

	現場の様子や
今後の課題等
	（現場の写真や現場で配布した資料等を添付すること。）


（注）１　行の高さは、適宜調整して差し支えないこと。

別紙（出前講座）
実績報告書
１　事業概要
	申　請　者
（担当者）
	○○○○○○○○
代表者　○○
（担当者：所属　　　　　　　　氏名　　　　
TEL:　　　　　FAX:　　　　　Eメール:　　　　　）

	講座の概要
（別紙添付でも可）
	１　講座名

２　講座内容
　　①新潟紹介の内容及び使用教材

　　②模擬授業又は体験日本語講座等の内容

３　講師及び実施体制

４　開催日時

５　開催場所（国名・都市名・会場名）

６　受講対象者及び受講人数


	事業の業務工程等
（別紙添付でも可）
	１　現地教育機関の協力の有無
（現地教育機関の協力があった場合は、その経緯や内容を記入する。）

２　事業の業務工程
（いつ頃何をしたか、時系列で記入する。）


	事業効果の検証

	
	項　目　　　　　　　　　　　　　　　
	目標
	実績

	１受講人数
	
	

	２受講満足度（％）※１
	
	

	３次年度以降の留学申込人数（予定）
	
	※２


※１受講満足度は現地アンケート等により把握すること。90％以上の受講者が満足することが望ましい。※２見込人数でも可（確定人数は後日報告）

	留学生（卒業生）を通じた国際化推進（国際交流・多文化共生等）の取組実績
	【記載について】
　　「在籍留学生と日本人学生や地域住民との交流」及び
　「留学生帰国後のＰＲ協力の仕組みづくり」の２項目に
ついて、今年度の実績を記載すること。
　　提出時点で実績がない場合は、今後の計画について、
内容を更新すること。

	留学生の県内就職に向けた取組実績
	【記載について】
「在籍留学生の県内就職に向けた取組実績」について、
今年度の実績を記載すること。
　　提出時点で実績がない場合は、今後の計画について、
　内容を更新すること。

	現場の様子や
今後の課題等
	（現場の写真や現場で配布した資料等を添付すること。）


（注）１　行の高さは適宜調整し、分量が多い場合は、別途資料を添付すること。　

別紙（学校間マッチング）
実績報告書
１　事業概要
	申　請　者
（担当者）
	○○○○○○○○
　代表者　○○
（担当者：所属　　　　　　　　氏名　　　　
TEL:　　　　　FAX:　　　　　Eメール:　　　　　）

	事業の概要
（別紙添付でも可）
	（訪問校、実施日、会場等について記載すること）

	事業の業務工程等
（別紙添付でも可）
	
事業の業務工程（スケジュール）
（いつ頃何をしたか、時系列で記入する。）



	事業効果の検証

	
訪問の結果を記載すること

	留学生（卒業生）を通じた国際化推進（国際交流・多文化共生等）の取組実績
	【記載について】
　　「在籍留学生と日本人学生や地域住民との交流」及び
　「留学生帰国後のＰＲ協力の仕組みづくり」の２項目に
ついて、今年度の実績を記載すること。
　　提出時点で実績がない場合は、今後の計画について、
内容を更新すること。

	留学生の県内就職に向けた取組実績
	【記載について】
「在籍留学生の県内就職に向けた取組実績」について、
今年度の実績を記載すること。
　　提出時点で実績がない場合は、今後の計画について、
　内容を更新すること。

	現場の様子や
今後の課題等

	（現場の写真や現場で配布した資料等を添付すること。）


（注）１　行の高さは適宜調整し、分量が多い場合は、別途資料を添付すること。　
　　


２　収支決算
(1) 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度決算額
	備　　考
（資金調達先等）

	自己資金
	
	

	借　入　金
	
	

	本補助金
	
	新潟県

	他の補助金
	
	

	合　　　計
	
	


　　
　(2) 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	事業費
	補助対象経費
	備　　考
（積算内訳等）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注）１　「事業費」欄には、消費税及び地方消費税込みの金額を、「補助対象経費」欄
には、消費税及び地方消費税抜きの額を記載すること。
　　　　　２　補助事業等を委託する場合は、備考欄に委託先名を記載すること。
　　　　　３　外貨での支払いがある場合は、レートの根拠書類を別途提示すること。
　　　　　４　領収書等の写しを添付すること。


別記様式第７号（第10条関係）

番　　　　　　号
　年　月　日

　新潟県知事			　様

申請者住所
申請者氏名（名称及び代表者の氏名）　


○○年度　留学生交流促進事業補助金実績報告書
提出遅延理由書

　年　月　日付け　第　　　号にて交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業等について、実績報告書に添付すべき支払証拠書類の写しを期日までに提出できな
いため、留学生交流促進事業補助金交付要綱第10条第１項ただし書の規定により、下記のとおりその理由を報告します。
　なお、支払証拠書類の写しが揃い次第、直ちに実績報告書を提出することを約
束します。

記

支払証拠書類の写しを提出できない理由
・




			
